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将来の再生可能エネルギー導入拡大に伴う調整力の検討について

２０２２年８月２３日

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 事務局

第76回調整力及び需給バランス
評価等に関する委員会 資料２



2これまでの本委員会での整理事項

◼ 広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会（以下、マスタープラン検討委
員会）にて取り纏めた、マスタープラン検討に係る中間整理において、「再エネ導入に伴う調整力の検討」については、
北海道エリアを事例とし、調整力の必要量や対策等を本委員会と連携し検討することと整理された。

◼ それを受け、第67回本委員会（2021年11月16日）において、北海道エリアを事例として東北および東京エリアも
含めた東エリアでの広域的な検討として進めることとし、第72回本委員会（2022年4月12日）において、調整力必
要量の推計方法等について整理のうえ、マスタープラン中間整理における「再エネ５～６割シナリオ」での調整力必要
量の推計結果等をお示ししたところ。

◼ 今回は、第72回本委員会で整理した推計方法に従い、マスタープラン基本シナリオにおける連系線増強前のケース
（2050Without）における調整力必要量について推計した。

◼ 合わせて、基本シナリオ（2050Without）における再エネの予測誤差と時間内変動に対応するための調整力費用
も試算したので、結果についてご確認いただきたい。



3検討項目

【検討項目】

（１）基本シナリオ（2050Without）における調整力必要量の推計について

（２）調整力確保可能量の試算について

（３）再エネ増加に伴う調整力の費用試算について

(3)－１：ΔkW費用

(3)－２：調整力kWh費用

◼ それぞれの検討項目について、次スライド以降で検討結果をご報告する。
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（１）基本シナリオ（2050Without）における調整力必要量の推計について

（２）調整力確保可能量の試算について

（３）再エネ増加に伴う調整力の費用試算について

(3)－１：ΔkW費用

(3)－２：調整力kWh費用



5（参考）調整力必要量の推計方法について

◼ 時間内変動については、再エネ設備量とN倍の相関を仮定し、予測誤差については、再エネ設備量と0.66×N倍の
相関を仮定し、推計することとした。

◼ 再エネの出力制御による影響も考慮した上で、調整力必要量を推計することとした。

出所)第72回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022年4月12日）資料3 抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf


6（参考）再エネ出力制御に伴う調整力必要量への影響について

◼ 制御なかりせば実績値が出力制御値を超えている場合は、予測誤差および時間内変動に対応する調整力は不要と
考えられる。

出所)第72回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022年4月12日）資料3 抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf


7（１）基本シナリオ（2050Without）における調整力必要量の推計について

◼ マスタープラン基本シナリオ（2050Without）の各時間帯、各出力帯、各出力制御率ごとに調整力必要量テーブ
ルを作成し、各時間の調整力必要量を推計した。

出所)第72回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022年4月12日）資料3 抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf

※需要に対する調整力必要量は7%と仮定

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf


8（参考）基本シナリオ（2050Without）における東3社の発電設備の構成について

設備構成
【万ｋW】

北海道 東 北 東 京

再エネ5・6割 基本シナリオ 再エネ5・6割 基本シナリオ 再エネ5・6割 基本シナリオ

火力 560 550 1636 1610 4373 4935

水素・アンモニア 0 99 0 120 0 759

原子力 207 149 552 552 931 711

太陽光 936 831 3864 3378 7388 6023

風力 2057 2063 2327 2707 993 754

水力・地熱・バイオ 191 206 529 624 610 585

揚水 80 80 46 46 1165 1165

蓄電池 0 42 0 100 0 255



9（参考）基本シナリオ（2050Without）における東3社の需要、再エネ出力制御
率および燃種別発電量について

エリア需要
【万ｋW】

北海道 東 北 東 京

再エネ5・6割 基本シナリオ 再エネ5・6割 基本シナリオ 再エネ5・6割 基本シナリオ

年間平均 344 554 915 1348 3210 4475

H3需要 508 801 1435 2034 5438 7211

再エネ出力制御率
（年間平均）

北海道 東 北 東 京

再エネ5・6割 基本シナリオ 再エネ5・6割 基本シナリオ 再エネ5・6割 基本シナリオ

出力制御率 56％ 52％ 42% 25％ 20％ 1%

地熱1%

バイオマス3%

風力17%

太陽光19%

水力6%



10（参考）再エネ５～６割シナリオにおける再エネ導入量について

出所)第72回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022年4月12日）資料3 抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf


11（１）基本シナリオ（2050Without）における調整力必要量の推計について
【調整力必要量の推計結果（北海道エリア）】

◼ 以降、基本シナリオ（2050Without）における各エリアの調整力必要量を推計した結果を記載する。

◼ 北海道エリアの調整力必要量（年間平均値）はH3需要に対して、19％という結果となった。

（※7％） （※19％）

※%値はH3需要（年間）に対する値 ※%値はH3需要（各月）に対する値

※年間平均値

※

再エネ設備量12.3倍に対して
必要量は4.3倍



12（１）基本シナリオ（2050Without）における調整力必要量の推計について
【調整力必要量の推計結果（東北エリア）】

◼ 東北エリアの調整力必要量（年間平均値）はH3需要に対して、19％という結果となった。

※%値はH3需要（年間）に対する値

（※7％）
（※19％）

※%値はH3需要（各月）に対する値

※年間平均値

※

再エネ設備量8.3倍に対して
必要量は3.9倍



13（１）基本シナリオ（2050Without）における調整力必要量の推計について
【調整力必要量の推計結果（東京エリア）】

◼ 東京エリアの調整力必要量（年間平均値）はH3需要に対して、8.2％という結果となった。

（※7％）

※%値はH3需要（年間）に対する値

（※8.2％）

※%値はH3需要（各月）に対する値

再エネ設備量4.3倍に対して
必要量は1.6倍

※

※年間平均値



14（参考）再エネ5・6割シナリオとの比較（北海道エリア）

◼ 年間平均値で見ると、150万kWとなり、基本シナリオの方が6万kW多い結果となった。

◼ 内訳をみると、需要が増えたことにより需要対応分の数値が増加している。一方、再エネの予測誤差、時間内変動は
再エネ出力制御率減少に伴う増加も考えられるが、再エネ導入量減少に伴う影響が大きく、年間平均で見ると減少
したと推定される。

（※19％）（※28％）

※年間平均値

※※

※%値はH3需要（年間）に対する値



15（参考）再エネ5・6割シナリオとの比較_最小・最大値（北海道エリア）

【再エネ５・６割シナリオ】 【基本シナリオ（2050Without)】

◼ 最小値は、再エネ出力制御率が高い時間帯であり、再エネの予測誤差、時間内変動対応分よりも需要対応分が
占める割合が大きいことから、需要の大きい基本シナリオの方が値が大きくなった。

◼ 一方、最大値は再エネ出力制御率減少よる再エネの予測誤差と時間内変動の増加よりも、再エネ設備量減少によ
る再エネの予測誤差と時間内変動の減少の方が大きく、結果して基本シナリオの方が小さくなったと推定される。

※%値はH3需要（各月）に対する値 ※%値はH3需要（各月）に対する値



16（参考）再エネ5・6割シナリオとの比較（東北エリア）

◼ 年間平均値で見ると、377万kWとなり、基本シナリオの方が88万kW多い結果となった。

◼ 内訳をみると、北海道と同様、想定需要増により需要対応分が増加している。再エネの予測誤差、時間内変動は
再エネ設備量減少による影響も考えられるが、再エネ出力制御率が低下したことによる再エネの予測誤差と時間内
変動の増加の方が大きく、結果して基本シナリオの方が大きくなったと推定される。

※年間平均値 （※19％）（※20％）

※※

※%値はH3需要（年間）に対する値



17（参考）再エネ5・6割シナリオとの比較_最小・最大値（東北エリア）

【再エネ５~６割シナリオ】 【基本シナリオ（2050Without)】

◼ 最小値は再エネ出力制御率が高い時間帯であり、北海道同様、需要が大きい基本シナリオの方が値が大きくなった。

◼ 最大値は、風力の予測誤差、時間内変動が大きい時間帯であり、再エネ5・6割シナリオと比較すると風力の設備量
が増加（380万kW増）しているため、基本シナリオの方が大きくなったと推定される。

※%値はH3需要（各月）に対する値※%値はH3需要（各月）に対する値



18（参考）再エネ5・6割シナリオとの比較（東京エリア）

◼ 年間平均値で見ると、592万kWとなり、基本シナリオの方が65万kW増加する結果となった。

◼ 内訳をみると、北海道、東北エリアと同様に、需要が増えたことにより需要対応分の数値が増加している。再エネの予測
誤差と時間内変動は再エネ出力制御率の減少による増加も考えられるが、再エネ設備量減に伴う減少の方が大きく、
結果して基本シナリオの方が小さくなったと推定される。

（※8.2％）（※9.6％）

※年間平均値

※※

※%値はH3需要(年間)に対する
値



19（参考）再エネ5・6割シナリオとの比較_最小・最大値（東京エリア）

【再エネ５~６割シナリオ】 【基本シナリオ（2050Without)】

◼ 最小値は北海道、東北エリア同様、需要が大きい基本シナリオの方が値が大きくなった。

◼ 一方、最大値の時間帯はどちらのシナリオも再エネ出力制御が無い時間帯であり、再エネ設備量減少に伴う、再エネ
の予測誤差と時間内変動分の減少分が差分として表れていると推定される。

※%値はH3需要（各月）に対する値

※%値はH3需要
（各月）に対する値
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（１）基本シナリオ（2050Without）における調整力必要量の推計について

（２）調整力確保可能量の試算について

（３）再エネ増加に伴う調整力の費用試算について

(3)－１：ΔkW費用

(3)－２：調整力kWh費用



21（２）調整力確保可能量の試算について

◼ 再エネの出力制御率を増加させない範囲で、基本シナリオ（2050Without）で想定している発電設備にて確保で
きる調整力の量について確認した。

出所)第72回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022年4月12日）資料3 抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf


22（２）調整力確保可能量の試算について
【調整力確保可能量の試算について（結果）】

◼ 基本シナリオ（2050Without）において、再エネの出力制御率を増加させない範囲※1で、基本シナリオで想定して
いる発電設備にて調整力を確保する場合※２、北海道エリアでは平均217万kW、東北エリアでは583万kW、東京
エリアでは3139万kW程度確保できるという結果となった。

◼ エリア単体で見ると、北海道エリアにおいては基本シナリオで想定している調整力リソースのみでは必要調整力が確保
できない時間帯が発生する結果となった。
また、上記の時間帯は連系線の空容量も無く、他エリアからの調整力の調達が不可であるため、別途調整力リソース
を調達する必要があるという結果となった。

北海道 東北 東京

平均確保可能量
（H3需要比）

217万kW
（27.1％）

583万kW
（28.7％）

3139万kW
（43.5％）

調整力不足時間数
（年間）

1時間 なし なし

H3需要 801万kW 2034万kW 7211万kW

太陽光設備量 831万kW 3378万kW 6023万kW

風力設備量 2063万kW 2707万kW 754万kW

※３ ※４

※３ 調整力必要量（電源Ⅰ相当）の総量が確保できるかの確認であり、時間内変動・予測誤差それぞれに対する確保
可能量の確認については考慮されていないことに留意
また、ゲートクローズ（実需給１時間前）までの予測誤差への対応等についても考慮されていないことに留意

※４ 基本シナリオ（2050Without）での試算結果であり、需要見通しの変化や再エネ出力制御の状況変化によっては、確保でき
ない可能性があることに留意

※１ 年間の再エネ出力制御率を増加させない範囲での前提であり、各時間の出力制御率は変化していることに留意

またDSRやDERといった需要制御による調整力は含んでいないことに留意
※２ 現状の調整契約の有無は考慮せず、火力、揚水、蓄電池の余力を調整力として扱っている



23（２）調整力確保可能量の試算について
【確保できなかった時間について（連系線の潮流状況）】

◼ ほとんどの時間において、調整力を確保できる結果となったが、北海道エリアにおいて、1時間のみ調整力必要量を確
保できない時間があった。

※2019年度の再エネの変動実績をもとに調整力必要量のテーブルを作成しているが、この当該時間における2019年度の風力の変動実績が大きく、その結
果、調整力必要量も大きくなったことが影響したと推察される。

◼ 当該時間は下記の連系線潮流状況が示すとおり、北海道向きに最大限計画潮流が流れている状況であり、エリア外
の調整力にも期待できない状況であった。

◼ 基本シナリオ（2050Without）では蓄電池の導入（北海道エリアで45万kW）も想定されており、この蓄電池も
調整力リソースとして活用可能との前提においても調整力が不足するという状況であったため、この不足分に対しては、
想定している発電設備に加え、北海道エリアの別の調整力リソースで対応する必要がある。

：計画潮流 ：連系線期待量（北海道） ：運用容量（本州方向） ：運用容量（北海道方向）

計画潮流と同方向
（約17万kWh）

【連系線潮流状況】

本州方向

北海道方向



24

（１）基本シナリオ（2050Without）における調整力必要量の推計について

（２）調整力確保可能量の試算について

（３）再エネ増加に伴う調整力の費用試算について

(3)－１：ΔkW費用

(3)－２：調整力kWh費用



25（３）再エネ増加に伴う調整力の費用試算について
【(3)－1：ΔkW費用】

◼ 将来の再エネ増加に伴う調整力の費用試算として、基本シナリオ（2050Without）における再エネの予測誤差お
よび時間内変動に対応する調整力の費用を試算する。

◼ 試算としては、基本シナリオ（2050Without）において、再エネの予測誤差・時間内変動対応分を含めた調整力
必要量を確保した場合の発電費用と、再エネの予測誤差・時間内変動対応分を控除した（需要変動対応分のみ
とした）調整力必要量を確保した場合の発電費用の差分から算定することでどうか。

◼ 上記の算定は、再エネ変動対応分の調整力を確保するために電源を持ち替えた費用を算定することとなり、この持ち
替え費用が調整力の調達費用（ΔkW費用）相当と考えられる。

出所)第9回 需給調整市場検討小委員会(2019年3月5日) 資料2（赤枠追記）
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/files/jukyu_shijyo_09_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/files/jukyu_shijyo_09_02.pdf


26（３）再エネ増加に伴う調整力の費用試算について
【(3)－1：ΔkW費用（試算結果）】

◼ 東3社の再エネ導入量増加に伴う調整力確保費用（ΔkW費用）について、基本シナリオ（2050Without）にお
ける再エネの予測誤差・時間内変動対応分を含めた調整力必要量を確保した場合と、再エネの予測誤差・時間内
変動対応分を控除した調整力必要量を確保した場合の発電費用の差分を試算した。

◼ なお、調整力の確保状況などは東3社でのシミュレーションとしているものの、発電費用は全国での需給シミュレーション
としていることから、中西エリアでの持ち替え費用も含めている。

◼ 上記を踏まえ、概算金額を試算した結果、315億円（年間）となった。

起動費 燃料費 合計

北海道 25 150 175

東北 21 441 462

東京 -13 -578 -591

中西エリア ５ 264 269

全国 38 277 315

【ΔkW確保費用（年間）の概算値［億円］】

※１※２

※２ 発電費用（起動費、燃料費）についてはマスタープラン基本シナリオ（2050Without）の想定値を使用

※１ 基本シナリオ（2050Without）での試算結果であり、需要見通しの変化や再エネ出力制御の状況変化によっては、結果が
変わることに留意



27（参考）需給シミュレーションの起動費について

◼ 今回の検討で使用した起動費については、マスタープラン基本シナリオの値を使用している。

出所)第15回広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会(2022年1月27日) 資料1（赤枠追記）
https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2021/files/masuta_15_01_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2021/files/masuta_15_01_01.pdf


28（参考）需給シミュレーションの燃料費について

◼ 今回の検討で使用した燃料費について、以下のマスタープラン基本シナリオの値（燃料費＋CO2対策コスト）を使
用しており、今回は中央値を使用している。

出所)第18回広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会(2022年6月23日) 資料1（赤枠追記）
https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2022/files/masuta_18_01_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2022/files/masuta_18_01_01.pdf


29（参考）中西エリアの持ち替え費用について

◼ 持ち替え費用算出のために使用した需給シミュレーション結果は全国での結果であり、中西エリアも含めて調整力確
保に伴う発電機の持ち替えが発生することから、中西エリアの持ち替え費用についても、今回の費用試算に含めた。

北海道

東京
中西エリア

東エリア
【持ち替えイメージ図】

東北

火力出力減

火力出力増

火力出力減

火力出力減

調整力
確保

調整力
確保

調整力
確保

火力出力増



30（参考）蓄電池追加費用の試算について（１/２）

◼ 北海道エリアで調整力が確保できなかった時間について、DSRやDERといった需要制御による調整力での対応も考え
られるが、仮に蓄電池にて確保しようとした場合の費用について、参考で試算した。

◼ 北海道エリアにおける不足ΔkWは、約17万kＷhであり、この不足分に、蓄電池追加費用0.6万円/kWhを乗算し、
費用を試算した。

◼ 試算した結果、蓄電池追加費用は約10億円（年間）となった。

不足
ΔkW

時間

17万kWh
(不足ΔｋＷ・ｈ）

新たな調整力リソース（蓄電池）を追加

17万kWh 0.6万/kWh 約10億円

(不足ΔｋＷ・ｈ） (1kWhあたりの
蓄電池追加費用）

蓄電池追加費用

【北海道エリアの不足ΔkW】

追加に伴う費用を試算

※ 蓄電池追加費用については、定置用蓄電システム普及拡大検討会にて示されていた目標価格を使用

※



31（参考）蓄電池追加費用の試算について（２/２）

出所)第4回 定置用蓄電システム普及拡大検討会(2021年2月2日) 資料4
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/storage_system/pdf/004_04_00.pdf

◼ 蓄電池の追加費用については、定置用蓄電システム普及拡大検討会で設定された（6万円/kWh）を参考にし,
蓄電池の平均寿命10年※と仮定し、平均寿命で除算した金額（0.6万円/kWh)を使用した。

※定置用蓄電システム普及拡大検討会より

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/storage_system/pdf/004_04_00.pdf


32（参考）産業用蓄電システムの平均寿命について

出所)第4回 定置用蓄電システム普及拡大検討会(2021年2月2日) 資料4（青枠追記）
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/storage_system/pdf/004_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/storage_system/pdf/004_04_00.pdf


33（３）再エネ増加に伴う調整力の費用試算について
【(3)－2：調整力kWh費用】

◼ 将来の再エネ増加に伴う調整力の費用試算として、再エネの予測誤差と時間内変動に対応した調整力の稼働に伴う
費用（調整力kWh）についても試算する。

◼ 将来の調整力必要量を推計する際、過去（2019年度）の再エネの予測誤差と時間内変動を将来の再エネ設備
量の比率で乗算し推計しているが、予測誤差と時間内変動が増加するということは、調整力の稼働実績も増えるもの
と推定される。

◼ 今回の調整力kWh費用の試算にあたっては、再エネの予測誤差と時間内変動が増加した分と等倍で、調整力の稼
働も増加するとの前提で試算することでどうか。

計画値

出力値

時間

下げ調整力で対応
（下げ調整力kWh）

上げ調整力で対応
（上げ調整力kWh）

調整力必要量

統計処理等

将来の調整力必要量（今回）

計画値

出力値

時間

下げ調整力で対応
（下げ調整力kWhも増加）

上げ調整力で対応
（上げ調整力kWhも増加）

統計処理等

【過去の変動実績】 【将来の変動実績】
（過去の変動実績を延伸）

変動実績と同様に調整
力の稼働実績も増加



34（３）再エネ増加に伴う調整力の費用試算について
【(3)－2：調整力kWh費用（試算結果）】

◼ 東3社の再エネ増加量に伴う調整力kWhの費用について、東3社の2019年度の調整力kWh費用をもとに試算する。
（手順①）

◼ 将来の調整力必要量推計の際、再エネの予測誤差は0.66×N倍、時間内変動はN倍で推計しているため、2019年
度の調整力kWh費用に乗算する倍率もそれぞれ異なる。よって予測誤差と時間内変動を分けて試算する(手順②)。

◼ 2019年度の調整力kWh費用を2019年度の再エネ予測誤差と時間内変動の比率で按分後、それぞれの年間合計
値（ΔkW・h）の倍率にて乗算。その後、2019年度の調整力kWh費用を差引き、再エネの予測誤差と時間内変
動に伴う調整力kWh費用を試算した（手順③④）。 試算した結果、年間で約1,451億円となった。

2019年度
東3社調整力費用（実績値）

費用【億円]

上げ調整力費用（支出） 約 1,750

下げ調整力費用（収入） 約 1,350

差額 約 400

調整力kWhについて2019年度の再エネ予測誤差
と時間内変動の割合で按分

2019年度
東3社の比率

比率
費用【億円]
按分後

再エネ予測誤差 67％ 268

再エネ時間内変動 33％ 132

東3社年間総量
【ΔkW・h】※

2019年度
基本シナリオ
(Without)

倍率

再エネ予測誤差 841,475 3,472,173 4.1

再エネ時間内変動 420,780 2,416,695 5.7

費用按分後 倍率 調整力kWh

再エネ予測誤差 268億円 4.1 1,099億円

再エネ時間内変動 132億円 5.7 752億円

合計：1,451億円（年間）

１

2

3

4

【万kWh】

※変動実績からΔkW・hを求めており、
ΔkW・hは変動実績相当となっている。

※１

※１ 上げ調整単価、下げ調整単価は2019年度から変更が無いという前提での試算結果であり、
2019年度の調整力kWh費用を将来の変動実績相当で乗算した試算結果であることに留意

合計値から400億円を差引き



35（３）再エネ増加に伴う調整力の費用試算について
【再エネ導入量増加に伴う調整力の費用試算結果について（東3社）】

◼ 東3社の再エネ導入量増加に伴う調整力の費用試算の結果について、ΔkW費用と調整力kWh費用を合計した結
果、年間で約1,766億円となった。

◼ 上記の試算結果については、様々な前提を置いた上での概算であり規模感を示したものであるため、前提の置き方に
よっては概算金額が変わることに留意が必要である。

費用【億円]

ΔkW費用 315

調整力kWh費用 1,451

合計 1,766

【東3社の再エネ導入量増加に伴う調整力の費用（年間費用概算）】

※１※２※３

※２ 発電費用（起動費、燃料費）についてはマスタープラン基本シナリオ（2050Without）の想定値を使用

※１ 基本シナリオ（2050Without）での試算結果であり、需要見通しの変化や再エネ出力制御の状況変化によっては、結果が
変わることに留意

※３ 上げ調整単価、下げ調整単価は2019年度から変更が無いという前提での試算結果であり、2019年度の調整力kWh費用
を将来の変動実績相当で乗算した試算結果であることに留意



36（３）再エネ増加に伴う調整力の費用試算について
【再エネ導入量増加に伴う調整力の費用試算結果について（全国概算）】

◼ マスプラ基本シナリオ（2050Without）における東3社の再エネ導入量増加に伴う調整力確保の費用試算につい
ては、1,766億円（年間）という結果となった。

◼ マスプラ基本シナリオ（2050Without）における全国の再エネ設備量は、東3社の約2倍であることから、東3社の
費用試算結果を2倍し全国での費用を概算すると、約3,532億円（年間）程度の規模感といえるか。



37今回の確認結果について

◼ 基本シナリオ（2050Without）は、火力については燃料転換等が進み現状相当の設備量を想定していること、電
力需要の増加が想定されていることから、再エネ導入量は多いものの、必要な調整力は比較的確保しやすいシナリオ
であると推定される。

◼ 調整力確保可能量については、電力需要・再エネ導入量・調整力リソースの３つ状況次第であり、これらのバランスに
よっては調整力が確保できない状況となることも考えられる。

◼ また、火力等の最低出力があるリソースは、再エネ抑制回避を優先すれば調整力として活用できない（並列できな
い）状況もあることに留意が必要。
なお、将来的に蓄電池等の最低出力を伴わない調整力リソースが増加すれば、再エネ出力制御の回避と調整力確
保を両立できることも想定される。一方、慣性力の確保といった点の考慮も必要となるか。

◼ 以上の観点を踏まえ、電力需要や再エネ導入量の見通し、および火力休廃止等の調整力リソースの動向について、
引き続き注視していく必要がある。

調整力必要量は大きいものの、
調整力リソースの減少も少なく、
電力需要も大きく、火力の並
列代があるため調整力を確保
できる。

需要が小さく、調整力リ
ソースも少ないことから調
整力を確保することは難
しい。

需
要

再エネ導入量

基本シナリオ
（今回）

現在

火力の休廃止が想定よ
りも進んだ場合、調整
力必要量を確保できな
い場合もある

：調整力確保不可

再エネ5・6割
シナリオ

：調整力確保可

【将来想定毎のイメージ】【調整力の要因イメージ（調整力リソースは固定）】



38まとめ

◼ 今回はマスタープラン基本シナリオ（2050Without）における調整力必要量の推計と、再エネの予測誤差と時間内
変動に対応するための調整力費用について試算を行った。

◼ 今回の試算については、様々な前提を置いた上での試算であることに留意が必要である。

◼ 今後はマスタープラン基本シナリオの連系線増強後（2050With）について、調整力必要量および調整力確保費
用の試算を行う。



39（参考）基本シナリオ(2050Without)における連系線潮流状況について【北海道本州間_季節別】

：計画潮流 ：運用容量（本州方向） ：運用容量（北海道方向）
＋：本州方向
－：北海道方向



40（参考）基本シナリオ(2050Without)における連系線潮流状況について【東北東京間_季節別】

：計画潮流 ：運用容量（東京方向） ：運用容量（東北方向） ＋：東京方向
－：東北方向



41（参考）基本シナリオ(2050Without)における調整力確保可能状況について

：再エネ制御率：調整力必要量 ：調整力確保量


